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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　電気信号の入力によって発振し、超音波を発生する圧電素子と、前記圧電素子が発生し
た超音波を外部に出力する音響レンズとを一体に固定した振動部と、
　前記振動部との間に間隙を開けた状態で、前記振動部の少なくとも一部を内部に配置す
る筐体と、
　前記圧電素子が変位する変位方向と交差する交差方向において前記振動部の外面と前記
筐体の内面とが向き合う部位に設けられ、前記筐体に対する前記振動部の位置を固定し、
且つ、前記振動部と前記筐体とを非接触の状態に維持する接着剤と
を備え、
　前記変位方向と直交する前記音響レンズの断面の内接円の直径は、前記変位方向と直交
する前記圧電素子の断面の外接円の直径よりも大きいことを特徴とする超音波振動子。
【請求項２】
　前記筐体の内面には、前記交差方向において前記振動部の外面と向き合う部位に、前記
交差方向外向きに深さを有する少なくとも１以上の第一凹部が形成され、
　前記接着剤は、前記第一凹部内に充填されたことを特徴とする請求項１に記載の超音波
振動子。
【請求項３】
　前記第一凹部は、前記筐体の内面において、一周にわたって延びる溝状に形成されたこ
とを特徴とする請求項２に記載の超音波振動子。
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【請求項４】
　前記振動部の外面のうち、前記交差方向において前記筐体の内面と向き合う部位に、前
記交差方向内向きに凹む少なくとも１以上の第二凹部が形成され、
　前記接着剤は、前記第二凹部内に充填されたことを特徴とする請求項１から３のいずれ
かに記載の超音波振動子。
【請求項５】
　前記振動部は、少なくとも一部が前記筐体から前記変位方向に突出した状態で前記筐体
内に配置されており、
　前記振動部は、前記振動部の前記交差方向に直交する外面のうち、前記筐体の端部から
前記変位方向に突出する部位に、前記交差方向外向きに突出する複数の突起部を備え、
　前記複数の突起部の長さは、前記交差方向における前記間隙の大きさよりも大きいこと
を特徴とする請求項１から４のいずれかに記載の超音波振動子。
【請求項６】
　請求項１から５のいずれかに記載の超音波振動子の製造方法であって、
　前記筐体の内部に前記振動部の少なくとも一部を配置し、且つ、前記筐体と前記振動部
とが前記間隙を開けた状態にして、前記振動部と前記筐体とを位置決めする位置決め工程
と、
　前記交差方向において前記振動部の外面と前記筐体の内面とが向き合う部位に、所定の
第一量の前記接着剤を注入する第一注入工程と、
　前記接着剤を仮硬化状態で硬化させる仮硬化工程と、
　前記振動部に入力する入力波形に対する出力波形に基づいて、前記音響レンズの共振周
波数を測定する測定工程と、
　前記測定工程において測定された前記音響レンズの共振周波数が、所定の周波数未満か
否か判断する判断工程と、
　前記判断工程において判断された前記音響レンズの共振周波数が、前記所定の周波数未
満の場合に、前記交差方向において前記振動部の外面と前記筐体の内面とが向き合う部位
に、前記第一量よりも少ない第二量の前記接着剤を注入する第二注入工程と、
　前記第二注入工程が実施された後に、前記仮硬化工程と、前記測定工程と、前記判断工
程とを再度実施し、
　前記判断工程において、前記測定工程において測定された前記音響レンズの共振周波数
が、前記所定の周波数未満でないと判断された場合に、前記接着剤を完全に硬化させる本
硬化工程と
を含むことを特徴とする超音波振動子の製造方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、電気信号の入力によって発振し、超音波を出力する超音波振動子およびその
製造方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　電気信号を超音波に変換する振動子と、振動子が発生した超音波を外部に出力する音響
レンズとをケースに固定した超音波検査装置の探触子が知られている（例えば特許文献１
参照）。特許文献１に記載の探触子は、振動子に接着する音響レンズが接着剤でケースの
開口端に固定され、ケース内にシリコンゴムなどの充填剤が満たされた構造である。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００３】
【特許文献１】実公平２－１７２号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
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【０００４】
　しかしながら、特許文献１は、ケース内の空間を充填剤が満たす構造である。そのため
、ケース内で充填剤が音響レンズを押圧し、音響レンズの共振周波数が狙いの周波数から
ずれ、特定の周波数に固定されてしまうという問題があった。また、特許文献１は、音響
レンズの振動が充填剤を介してケースに伝播されるため、ケースから超音波振動の出力漏
れが生ずるという問題があった。
【０００５】
　本発明は、共振周波数を調整でき、且つ超音波振動の出力漏れを防止することができる
超音波振動子およびその製造方法を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　本発明の第一態様によれば、電気信号の入力によって発振し、超音波を発生する圧電素
子と、前記圧電素子が発生した超音波を外部に出力する音響レンズとを一体に固定した振
動部と、前記振動部との間に間隙を開けた状態で、前記振動部の少なくとも一部を内部に
配置する筐体と、前記圧電素子が変位する変位方向と交差する交差方向において前記振動
部の外面と前記筐体の内面とが向き合う部位に設けられ、前記筐体に対する前記振動部の
位置を固定し、且つ、前記振動部と前記筐体とを非接触の状態に維持する接着剤とを備え
、前記変位方向と直交する前記音響レンズの断面の内接円の直径は、前記変位方向と直交
する前記圧電素子の断面の外接円の直径よりも大きい超音波振動子が提供される。
【０００７】
　一般に、超音波振動子に用いる筐体は剛性が高く、音響インピーダンスが音響レンズの
ものと比較的近い値を示す。第一態様において、接着剤が筐体と振動部とを非接触の状態
に維持するので、振動部で発生する超音波は、接着剤が筐体内の空間を満たして充填され
ている特許文献１の場合より、振動部の振動が筐体に伝播される領域が小さいため、筐体
に伝播されにくい。故に、超音波振動子は、筐体から超音波振動の出力漏れが生ずること
を防止できる。また、接着剤は硬化すると筐体内で振動部を突っ張った状態に支持する。
接着剤の量に応じて接着剤が振動部を押圧する押圧力が変化すると、音響レンズの音響イ
ンピーダンスは変化する。よって、接着剤は、使用量に応じて音響レンズの共振周波数を
変化させることができる。故に、超音波振動子は、音響レンズの共振周波数を任意の周波
数に調整することができる。
　音響レンズの断面の内接円の直径よりも圧電素子の断面の外接円の直径が小さいので、
接着剤は、筐体の内面と音響レンズの外面との間隙内に接着剤を注入する際に、圧電素子
に付着しにくい。故に、超音波振動子は、音響レンズの共振周波数を任意の周波数に確実
に調整しやすい。
【０００８】
　第一態様において、前記筐体の内面には、前記交差方向において前記振動部の外面と向
き合う部位に、前記交差方向外向きに深さを有する少なくとも１以上の第一凹部が形成さ
れてもよい。この場合に、前記接着剤は、前記第一凹部内に充填されてもよい。接着剤を
間隙内に注入するとき、第一凹部内に充填することで、第一凹部が接着剤溜まりとして機
能するため、接着剤の量を調整しやすい。故に、超音波振動子は、音響レンズの共振周波
数を容易に任意の周波数に調整することができる。
【０００９】
　第一態様において、前記第一凹部は、前記筐体の内面において、一周にわたって延びる
溝状に形成されてもよい。第一凹部が溝状に延びるので、接着剤は、間隙内で一周におい
て偏りなく振動部を支持することができる。故に、第一態様の超音波振動子は、音響レン
ズの共振周波数の調整において個体差を生じさせず、調整しやすい。
【００１０】
　第一態様において、前記振動部の外面のうち、前記交差方向において前記筐体の内面と
向き合う部位に、前記交差方向内向きに凹む少なくとも１以上の第二凹部が形成されても
よい。この場合に、前記接着剤は、前記第二凹部内に充填されてもよい。接着剤を間隙内
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に注入するとき、第二凹部内に充填することで、第二凹部が接着剤溜まりとして機能する
ため、接着剤の量を調整しやすい。故に、超音波振動子は、音響レンズの共振周波数を容
易に任意の周波数に調整することができる。
【００１２】
　第一態様において、前記振動部は、少なくとも一部が前記筐体から前記変位方向に突出
した状態で前記筐体内に配置されていてもよい。前記振動部は、前記振動部の前記交差方
向に直交する外面のうち、前記筐体の端部から前記変位方向に突出する部位に、前記交差
方向外向きに突出する複数の突起部を備えてもよい。この場合に、前記複数の突起部の長
さは、前記交差方向における前記間隙の大きさよりも大きくてもよい。筐体内に振動部を
配置する際に、突起部は、間隙よりも大きく突出するので、筐体の端部に引っかかり、振
動部が筐体内に落ち込むことを防止する。さらに、突起部は、筐体の内面と振動部の外面
との間に間隙を形成し、その状態を維持することができる。故に、間隙内に接着剤を注入
すれば、硬化後、接着剤は、振動部と筐体とを非接触の状態に維持しながら、筐体内で振
動部を支持することができる。
【００１３】
　本発明の第二態様によれば、第一態様に係る記載の超音波振動子の製造方法であって、
前記筐体の内部に前記振動部の少なくとも一部を配置し、且つ、前記筐体と前記振動部と
が前記間隙を開けた状態にして、前記振動部と前記筐体とを位置決めする位置決め工程と
、前記交差方向において前記振動部の外面と前記筐体の内面とが向き合う部位に、所定の
第一量の前記接着剤を注入する第一注入工程と、前記接着剤を仮硬化状態で硬化させる仮
硬化工程と、前記振動部に入力する入力波形に対する出力波形に基づいて、前記音響レン
ズの共振周波数を測定する測定工程と、前記測定工程において測定された前記音響レンズ
の共振周波数が、所定の周波数未満か否か判断する判断工程と、前記判断工程において判
断された前記音響レンズの共振周波数が、前記所定の周波数未満の場合に、前記交差方向
において前記振動部の外面と前記筐体の内面とが向き合う部位に、前記第一量よりも少な
い第二量の前記接着剤を注入する第二注入工程と、前記第二注入工程が実施された後に、
前記仮硬化工程と、前記測定工程と、前記判断工程とを再度実施し、前記判断工程におい
て、前記測定工程において測定された前記音響レンズの共振周波数が、前記所定の周波数
未満でないと判断された場合に、前記接着剤を完全に硬化させる本硬化工程とを含むこと
を特徴とする超音波振動子の製造方法が提供される。
【００１４】
　音響レンズの共振周波数を測定しながら間隙内に接着剤を第二量ずつ注入し、接着剤の
使用量を調整することで、音響レンズの共振周波数を所定の周波数に徐々に近づけること
ができる。故に、第二態様に係る製造方法に従って超音波振動子を作製すれば、音響レン
ズの共振周波数を任意の周波数に調整することができる。
【図面の簡単な説明】
【００１５】
【図１】超音波振動子１の斜視図である。
【図２】超音波振動子１の平面図である。
【図３】図３の一点鎖線Ａ－Ａにおいて矢視方向からみた超音波振動子１の断面図である
。
【図４】超音波振動子１の製造過程を示すフローチャートである。
【図５】超音波振動子１０１の平面図である。
【図６】図５の一点鎖線Ｂ－Ｂにおいて矢視方向からみた超音波振動子１０１の断面図で
ある。
【図７】超音波振動子２０１の平面図である。
【図８】図７の一点鎖線Ｃ－Ｃにおいて矢視方向からみた超音波振動子２０１の断面図で
ある。
【発明を実施するための形態】
【００１６】
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　以下、本発明の一実施形態について、図面を参照して説明する。参照する図面は、本発
明が採用し得る技術的特徴を説明するために用いられるものである。図面に記載されてい
る装置の構成、製造過程を示すフローチャート等は、それのみに限定する趣旨ではなく、
単なる説明例である。
【００１７】
　図１～図３を参照し、本実施形態に係る超音波振動子１の構造について説明する。超音
波振動子１は、電気信号の入力によって発振する圧電素子３が発生した超音波を音響レン
ズ４で屈折させて集束し、外部に出力する素子である。超音波振動子１は、例えば、超音
波診断装置の探触子（プローブ）等に用いられる。なお、以下の説明では、超音波振動子
１の筐体５の軸線をＰとし、軸線Ｐを、超音波振動子１を構成する各部位の位置関係、向
き、方向を説明する上での基準とする。軸線Ｐの延伸方向（以下、「軸線Ｐ方向」という
。）において、筐体５に対して振動部２が配置された側（図３における上側）を超音波振
動子１の前端側とし、反対側を後端側とする。
【００１８】
　超音波振動子１は、軸線Ｐ方向に延びる筒形状の筐体５を備える。筐体５は、例えば、
耐熱性を有するエンジニアリングプラスチックを用いて形成され、一般的に、剛性が高い
。筐体５は、軸線Ｐの周囲を取り囲む円筒形状の周壁部５１と、周壁部５１の前端側の端
部５１Ａに接続し、軸線Ｐ方向を厚み方向とする円形板状の底壁部５２とを有する。周壁
部５１の外径は、例えば直径６．４ｍｍ（Φ６．４、以下同様に略記する。）であり、内
径Ｄ３は、例えばΦ５．４５である。周壁部５１の厚みと、底壁部５２の厚みは、略同じ
である。周壁部５１は、軸線Ｐ方向の長さが底壁部５２の直径よりも短い。底壁部５２の
中央には、円形状で厚み方向に貫通する開口部５３（図３参照）が形成されている。開口
部５３の内径は、周壁部５１の内径より小さい。後述する超音波振動子１の製造過程にお
いて、振動部２を筐体５に固定する際に筐体５内で振動部２を支持する治具（図示略）は
、底壁部５２の開口部５３を介して筐体５内に挿入される。周壁部５１の端部５１Ａには
、周壁部５１を径方向に貫通する円形状の穴部５４が形成されている。電気信号を入力す
るため圧電素子３に接続するリード線（図示略）は、周壁部５１の穴部５４に挿通されて
、筐体５の外部に引き出される。
【００１９】
　周壁部５１の後端側の端部５１Ｂには、周壁部５１の内周面５１Ｃを径方向外向きに広
げた拡径部５５が形成されている。拡径部５５は、周壁部５１の内周面５１Ｃにおいて、
周方向に一周にわたって凹部形成され、段状の溝形状をなす。拡径部５５における周壁部
５１の内周面５５Ｃは、周壁部５１の後端側の端面５１Ｄに接続し、端面５１Ｄとの間に
稜角部を形成する。拡径部５５における周壁部５１の内径は、例えばΦ５．８である。す
なわち、拡径部５５の内周面５５Ｃは、周壁部５１の内周面５１Ｃよりも径方向に略２ｍ
ｍ外側に位置する。内周面５５Ｃの軸線Ｐ方向の長さは、音響レンズ４（後述）の軸線Ｐ
方向の長さの略１／２～１／３の長さである。拡径部５５における周壁部５１の端面５５
Ｄは、周壁部５１の内周面５１Ｃと拡径部５５における内周面５５Ａとの間を段状に接続
する。端面５５Ｄの径方向の長さは、周壁部５１の径方向の長さの略１／２～１／３の長
さである。拡径部５５は、筐体５と振動部２（後述）との間に塗布される接着剤６（後述
）が、筐体５内に垂れ込まないようにする接着剤溜まりとして機能する。
【００２０】
　超音波振動子１は、少なくとも一部を筐体５内に配置する振動部２を備える。振動部２
は、圧電素子３と音響レンズ４を一体に固定した部品である。圧電素子３は、電圧の印加
によって所定の方向に大きさが変化する素子である。圧電素子３の形状は、大きさの変化
する方向（以下、「変位方向」という。）を厚み方向とする円板形状である。圧電素子３
の外径Ｄ１は、例えばΦ５．０である。圧電素子３には、例えばＰＺＴ（チタン酸ジルコ
ン酸鉛）が使用される。圧電素子３として、例えばＰＶＤＦ（ポリフッ化ビニリデン）を
使用してもよい。圧電素子３の外径Ｄ１は、音響レンズ４（後述）の外径Ｄ２よりも小さ
い。振動部２を筐体５内に配置し、接着剤６（後述）で保持する際に、圧電素子３の外径
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Ｄ１を音響レンズ４の外径Ｄ２より小さくすることで、接着剤６が圧電素子３に付着する
ことを避けることができる。圧電素子３は、音響レンズ４と一体に固定されて、振動部２
を構成する。振動部２は、圧電素子３の変位方向を軸線Ｐ方向に揃えた状態で、筐体５に
固定される。圧電素子３は、入力される電気信号の強さに応じて変位することで振動し、
超音波を発生する。
【００２１】
　音響レンズ４は、軸線Ｐ方向に延びる円柱形状の部品である。音響レンズ４の外径Ｄ２
は、例えばΦ５．４である。音響レンズ４は、例えば、耐熱性を有するエンジニアリング
プラスチックを用いて形成される。音響レンズ４の軸線Ｐ方向の長さは、筐体５の周壁部
５１の軸線Ｐ方向の長さよりも短い。音響レンズ４は、前端側の端面４１に、端面４１の
縁部を残して後端側へ向けて凹面状に湾曲するレンズ部４２が形成されている。レンズ部
４２は、圧電素子３が発生する超音波を屈折させ、集束させる。音響レンズ４の後端側の
端面４３には、端面４３の一部が前端側へ向けて円形状に凹む凹部４４が形成されている
。音響レンズ４は、凹部４４内に圧電素子３の一部を配置する。音響レンズ４と圧電素子
３は一体に固定され、振動部２を形成する。なお、音響レンズ４の音響インピーダンスは
、筐体５の音響インピーダンスに近い値を示す。音響レンズ４の外径Ｄ２は、筐体５の周
壁部５１の内径Ｄ３よりわずかに小さい。したがって、振動部２を筐体５内に配置すると
、周壁部５１の内周面５１Ｃと、音響レンズ４の外周面４５との間にわずかな間隙を形成
することができる。
【００２２】
　筐体５と振動部２は、接着剤６（図３参照）で固定される。接着剤６は、例えば、熱硬
化性と弾性を有し、硬化後の音響インピーダンスが、音響レンズ４および筐体５の音響イ
ンピーダンスより低いものが用いられる。接着剤６の音響インピーダンスと、音響レンズ
４および筐体５の音響インピーダンスとの差は、大きいほど好ましい。振動部２は、周壁
部５１の内周面５１Ｃと、音響レンズ４の外周面４５との間に間隙を有した状態で、少な
くとも一部が筐体５内に配置される。具体的に、振動部２は、レンズ部４２を前端側へ向
けた状態で、筐体５内で、音響レンズ４の外周面４５が、筐体５の周壁部５１に形成され
た拡径部５５の内周面５５Ｃと対向する位置に配置される。よって、音響レンズ４の前端
側の一部が、筐体５の周壁部５１の前端側の端面５１Ｄよりも軸線Ｐ方向の前端側に位置
する。言い換えると、音響レンズ４の前端側の端面４１は、周壁部５１の端面５１Ｄより
も軸線Ｐ方向前端側に位置する。接着剤６は、周壁部５１の内周面５１Ｃと、音響レンズ
４の外周面４５との間の間隙が維持された状態で拡径部５５内に設けられる。硬化後の接
着剤６は、振動部２と筐体５を非接触の状態に維持しながら、振動部２を筐体５内で弾性
的に保持する。言い換えると、振動部２は、接着剤６によって、筐体５で宙吊りされた状
態に保持される。
【００２３】
　このように、超音波振動子１は、筐体５内で振動部２を接着剤６で非接触に保持する構
造を有する。圧電素子３が超音波を発生するために生ずる超音波振動は、音響レンズ４か
ら筐体５に直接伝播せず、接着剤６を介して間接的に伝播する。この接着剤６は、音響レ
ンズ４と筐体５とに対し、音響レンズ４の外周面４５と周壁部５１の内周面５１Ｃとが対
向する部分にのみ設けられる。よって、接着剤６を介して超音波振動が筐体５に伝播され
る領域は、接着剤６が筐体５内の空間を満たして充填されている場合に比べて小さい。故
に、超音波振動は、音響レンズ４から筐体５に伝播されにくい。さらに、超音波振動子１
は、接着剤６として、音響レンズ４および筐体５の音響インピーダンスよりも低い音響イ
ンピーダンスを有する接着剤を用いる。すなわち、超音波振動子１は、音響レンズ４と筐
体５との間に、音響レンズ４および筐体５の音響インピーダンスとは異なる音響インピー
ダンスを有する接着剤６を介在させる。これにより、音響レンズ４から筐体５に伝播する
超音波振動は、音響レンズ４と接着剤６との界面、および接着剤６と筐体５との界面にお
いて反射されやすくなり、透過しにくくなる。ゆえに、超音波振動子１は、接着剤を介し
た音響レンズ４から筐体５への超音波振動の伝播を抑制することができる。したがって、
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超音波振動子１は、筐体５から外部へ超音波振動の出力漏れが生ずることを防止すること
ができる。
【００２４】
　また、接着剤６は、硬化することによって、筐体５内で音響レンズ４を径方向内向きに
突っ張った状態に支持する。接着剤６が筐体５内で音響レンズ４を押圧する押圧力は、接
着剤６が音響レンズ４の外周面４５を押圧する面積が増えるほど大きくなる。すなわち、
音響レンズ４に対する接着剤６の押圧力は、拡径部５５内に設けられる接着剤６の量が増
えるほど大きくなる。音響レンズ４は、接着剤６から受ける押圧力が大きくなると、内部
応力が大きくなる。音響レンズ４は、内部応力が大きくなると、共振周波数が高く変化す
る。したがって、超音波振動子１は、拡径部５５内に設ける接着剤６の量に応じて、音響
レンズ４の共振周波数を任意の周波数に調整することができる。
【００２５】
　本実施形態では、超音波振動子１の製造過程において、音響レンズ４の共振周波数を測
定しながら拡径部５５内に接着剤６を注入する量を変更することによって、音響レンズ４
の共振周波数を所望の周波数に調整する処理が行われる。超音波振動子１は、製造過程に
おいて、音響レンズ４の共振周波数の調整が、以下に説明するようになされる。
【００２６】
　図４に示すように、超音波振動子１の製造過程では、まず、別工程において作製された
振動部２と筐体５とが治具（図示略）に取り付けられ、振動部２と筐体５とが位置決めさ
れる（Ｓ１）。治具は、筐体５を、前端側を上方へ向けた状態で保持する。治具は、上下
方向に延び、振動部２を上部に配置した状態で保持する保持部材（図示略）を有する。保
持部材は、下方から、筐体５の底壁部５２の開口部５３を介して筐体５内に挿入される。
振動部２は、筐体５の上方から、音響レンズ４側を上方へ向けた状態で筐体５内に挿入さ
れ、保持部材上に配置される。保持部材は、振動部２を保持し、音響レンズ４の前端側の
一部が筐体５の周壁部５１の端面５１Ｄよりも上方に位置し、且つ、音響レンズ４の外周
面４５と周壁部５１の内周面５１Ｃとが間に間隙を有する状態を維持する。
【００２７】
　次に、筐体５と振動部２との間に接着剤６が塗布される（Ｓ２）。接着剤６の塗布は、
拡径部５５内に公知のディスペンサ（図示略）で、第一規定量が流し込まれることによっ
て行われる。第一規定量は、接着剤６の硬化後において、音響レンズ４の共振周波数を所
望の周波数以下にすることができる量として、予め実験等によって決められた接着剤６の
量である。接着剤６は、筐体５の周壁部５１の内周面５１Ｃと、音響レンズ４の外周面４
５との間の間隙（大きさが例えば０．０２５ｍｍ）を伝って下方に落ちない粘性を有する
とよい。接着剤６は、拡径部５５内に、周方向の一周にわたって注入される。なお、本実
施形態では、第一規定量の接着剤６を塗布し、硬化後、音響レンズ４の共振周波数が所望
する周波数より高くなる場合、第一規定量を少なく設定し直す。あるいは、筐体５を、拡
径部５５の大きさ（例えば、拡径部５５における周壁部５１の内径）が大きくなるように
設計し直す。これにより、第一規定量の接着剤６を塗布し、硬化後、音響レンズ４の共振
周波数は、所望する周波数以下とすることができる。
【００２８】
　次に、接着剤６が仮硬化される（Ｓ３）。接着剤６が仮硬化した状態とは、本硬化した
状態よりも接着力が低いが、本硬化状態と略同じ弾性力が得られる状態である。接着剤６
は、例えば、本硬化時よりも低い温度で熱することで仮硬化状態となるものが用いられる
。あるいは、接着剤６は、熱処理によって本硬化状態となり、ＵＶ光の照射によって仮硬
化状態となるものが用いられてもよい。
【００２９】
　次に、音響レンズ４の共振周波数が測定される（Ｓ４）。共振周波数の測定は、公知の
インピーダンスアナライザ（図示略）を用いる。インピーダンスアナライザは、測定対象
物に入力する入力波形に対して測定対象物から出力される出力波形に基づいて、測定対象
物の共振周波数を測定できる装置である。測定された周波数が、音響レンズ４の共振周波
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数として所望する周波数よりも低い場合（Ｓ５：ＮＯ）、筐体５と振動部２との間に第二
規定量の接着剤６が追加塗布される（Ｓ６）。第二規定量は、接着剤６の硬化後、音響レ
ンズ４の共振周波数を、追加塗布前の周波数よりも所定の周波数分（例えば１０～１ｋＨ
ｚ程度）高くすることができる押圧力を得られる量として、予め実験等により決められた
接着剤６の量である。第二規定量の接着剤６が追加塗布されたら、処理はＳ３に戻される
。追加塗布された接着剤６が仮硬化され（Ｓ３）、音響レンズ４の共振周波数が再度測定
される（Ｓ４）。
【００３０】
　測定された周波数が、音響レンズ４の共振周波数として所望する周波数に達しないうち
は、接着剤６が第二規定量ずつ追加塗布され、共振周波数の測定が繰り返される。音響レ
ンズ４の共振周波数が所望する周波数に達した場合（Ｓ５：ＹＥＳ）、接着剤６が本硬化
される（Ｓ７）。超音波振動子１が所定温度で加熱され、接着剤６が本硬化状態となる。
接着剤６は、筐体５内で振動部２を固定し、振動部２と筐体５を非接触の状態に維持しな
がら、振動部２を筐体５内で弾性的に保持する。超音波振動子１の製造過程は終了する。
【００３１】
　以上説明したように、一般に、超音波振動子１に用いる筐体５は剛性が高く、音響イン
ピーダンスが音響レンズ４のものと比較的近い値を示す。接着剤６が筐体５と振動部２と
を非接触の状態に維持するので、振動部２で発生する超音波は、接着剤６が筐体５内の空
間を満たして充填されている場合より、振動部２の振動が筐体５に伝播される領域が小さ
いため、筐体５に伝播されにくい。故に、超音波振動子１は、筐体５から超音波振動の出
力漏れが生ずることを防止できる。また、接着剤６は硬化すると筐体５内で振動部２を突
っ張った状態に支持する。接着剤６の量に応じて接着剤６が振動部２を押圧する押圧力が
変化すると、音響レンズ４の音響インピーダンスは変化する。よって、接着剤６は、使用
量に応じて音響レンズ４の共振周波数を変化させることができる。故に、超音波振動子１
は、音響レンズ４の共振周波数を任意の周波数に調整することができる。
【００３２】
　また、接着剤６を音響レンズ４の外周面４５と周壁部５１の内周面５１Ｃとの間の間隙
内に注入するとき、拡径部５５内に充填することで、拡径部５５が接着剤６溜まりとして
機能するため、接着剤６の量を調整しやすい。故に、超音波振動子１は、音響レンズ４の
共振周波数を容易に任意の周波数に調整することができる。
【００３３】
　また、拡径部５５が周壁部５１の内周面５１Ｃにおいて周方向に溝状に延びるので、接
着剤６は、間隙内で一周において偏りなく振動部２を支持することができる。故に、超音
波振動子１は、音響レンズ４の共振周波数の調整において個体差を生じさせず、調整しや
すい。
【００３４】
　また、音響レンズ４の外径Ｄ２よりも圧電素子３の外径Ｄ１が小さいので、接着剤６は
、筐体５の周壁部５１の内周面５１Ｃと音響レンズ４の外周面４５との間隙内に接着剤６
を注入する際に、圧電素子３に付着しにくい。故に、超音波振動子１は、音響レンズ４の
共振周波数を任意の周波数に確実に調整しやすい。
【００３５】
　また、超音波振動子１の製造過程では、音響レンズ４の共振周波数を測定しながら間隙
内に接着剤６を第二規定量ずつ注入し、接着剤６の使用量を調整することで、音響レンズ
４の共振周波数を所定の周波数に徐々に近づけることができる。故に、本実施形態の製造
過程に従って超音波振動子１を作製すれば、音響レンズ４の共振周波数を任意の周波数に
調整することができる。
【００３６】
　なお本発明は上記実施形態に限定されず、種々の変更が可能である。例えば、筐体５は
円筒形状に限らず、角筒形状、箱型等であってもよい。音響レンズ４は、円柱状に限らず
、角柱状、直方体状等であってもよい。圧電素子３は、円板形状に限らず、矩形板状であ
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ってもよい。この場合において、圧電素子３の軸線Ｐ方向に直交する断面の外接円の直径
は、音響レンズ４の軸線Ｐ方向に直交する断面の内接の直径よりも小さければよい。筐体
５内に振動部２を接着剤６で保持する際に、接着剤６が圧電素子３に付着することを避け
ることができる。また、振動部２は、音響レンズ４に複数の圧電素子３を固定して一体に
してもよい。この場合においても、軸線Ｐに直交し、複数の圧電素子３を設けた領域の外
接円の直径は、音響レンズ４の軸線Ｐと直交する断面の内接円の直径よりも小さければよ
い。
【００３７】
　また、図５、図６に示す、超音波振動子１０１のように、音響レンズ１０４が、外周面
１４５に、径方向外向きに突出する複数の突起部１４６を備えてもよい。なお、音響レン
ズ１０４と一体に固定され、振動部１０２を形成する圧電素子３（図５参照）、および筐
体５の構成は、本実施形態と同様である。複数の突起部１４６は、音響レンズ１０４の外
周面１４５において、周方向に均等な位置で、例えば３カ所の位置に、それぞれ設ける。
突起部１４６は、音響レンズ１０４の外周面１４５において、軸線Ｐ方向の前端側に設け
る。突起部１４６は、拡径部５５の端面５５Ｄの径方向の長さと略同じ長さ分、外周面１
４５から突出する。この構成により、超音波振動子１０１の製造過程で振動部２と筐体５
とを位置決めする際に、突起部１４６の突出先端は、拡径部５５における内周面５５Ｃに
それぞれ当接もしくは近接する。したがって、超音波振動子１０１は、音響レンズ１０４
の外周面１４５と周壁部５１の内周面５１Ｃとが間に間隙を有する状態を容易に維持する
ことができる。なお、突起部１４６は、３つ以上あれば、より確実に、筐体５内で音響レ
ンズ１０４の中心線を軸線Ｐに近づけることができ、好ましい。また、突起部１４６は、
音響レンズ１０４の外周面１４５と、周壁部５１の内周面５１Ｃとの間の間隙よりも、径
方向に外周面１４５から大きく突出する。故に、筐体１０５内に振動部１０２を配置する
際に、突起部１４６は、拡径部５５の端面５５Ｄに引っかかる。よって、突起部１４６は
、音響レンズ１０４を筐体５内に配置する際に、治具の保持部材（図示略）が振動部１０
２を保持していなくとも、突起部１４６が拡径部５５の端面５５Ｄに当接することで、振
動部１０２が筐体５内に落ち込むことを防止することができる。この状態で、拡径部５５
内に接着剤を注入すれば、硬化後、接着剤６は、振動部１０２と筐体１０５とを非接触の
状態に維持しながら、筐体１０５内で振動部１０２を支持することができる。
【００３８】
　また、図７、図８に示す、超音波振動子２０１のように、音響レンズ２０４の前端側に
、外周面２４５を一周にわたって径方向内向きに狭めた縮径部２４７を形成してもよい。
縮径部２４７における音響レンズ２０４の外周面２４７Ｃは、前端側の端面２４１に接続
し、端面２４１との間に稜角部を形成する。縮径部２４７における音響レンズ２０４の前
端側の端面２４７Ｄは、音響レンズ２０４の外周面２４５と、縮径部２４７の外周面２４
７Ｃとの間を段状に接続する。超音波振動子２０１は、音響レンズ２０４に縮径部２４７
を形成することによって、筐体２０５の周壁部２５１に拡径部を形成しなくてもよい。筐
体２０５内に振動部２０２の少なくとも一部を配置した状態で、音響レンズ２０４の縮径
部２４７における外周面２４７Ｃは、少なくとも一部が筐体２０５の周壁部２５１の内周
面２５１Ｃと対向する位置に配置される。これにより、縮径部２４７の外周面２４７Ｃと
周壁部２５１の内周面２５１Ｃとの間に、接着剤６を注入することができる隙間を形成で
き、縮径部２４７を接着剤溜まりとして機能させることができる。超音波振動子２０１を
このように構成しても、硬化後の接着剤６は、振動部２０２と筐体２０５を非接触の状態
に維持しながら、振動部２０２を筐体２０５内で弾性的に保持することができる。このよ
うに、音響レンズ２０４と筐体２０５との間隙内に注入するとき、縮径部２４７内に充填
することで、縮径部２４７が接着剤溜まりとして機能するため、接着剤６の量を調整しや
すい。故に、超音波振動子１は、音響レンズ２０４の共振周波数を容易に任意の周波数に
調整することができる。
【００３９】
　また、超音波振動子１の製造過程において、音響レンズ４の共振周波数を、接着剤６の
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塗布量を増やして調整したが、例えば、仮硬化した接着剤６をトリミングして減らすこと
で調整してもよい。また、接着剤６は、拡径部５５内の周方向全周にわたって設けたが、
部分的に塗布して設けてもよい。この場合、接着剤６を設ける位置は、周方向において均
等な位置にするとよい。また、この場合に、接着剤６は、周方向に少なくとも３カ所以上
の位置に塗布するとよい。
【００４０】
　また、拡径部５５を周壁部５１の周方向全周にわたって設けたが、部分的に設けてもよ
い。この場合、拡径部５５を設ける位置は、周方向において均等な位置にするとよい。ま
た、この場合に、拡径部５５は、周方向に少なくとも３カ所以上の位置に設けるとよい。
また、拡径部５５は、周壁部５１の内周面５１Ｃにおいて、端面５１Ｄと内周面５１Ｃと
の間で段状をなす溝状に形成したが、端面５１Ｄに接続せず、内周面５１Ｃ内で溝状をな
してもよい。
【００４１】
　本実施形態において、音響レンズ４の前端側の端面４１は、周壁部５１の端面５１Ｄよ
りも軸線Ｐ方向前端側に位置するとしたが、同じ位置であってもよいし、軸線Ｐ方向の後
端側に位置してもよい。筐体５内で、音響レンズ４の外周面４５を拡径部５５の内周面５
５Ｃと対向する位置に配置でき、音響レンズ４と筐体５との間の間隙を維持した状態で、
接着剤６で音響レンズ４と筐体５とを固定できればよい。さらには、音響レンズ４の外周
面４５は、拡径部５５の内周面５５Ｃ全体に対向して配置しなくてもよく、内周面５５Ｃ
のうち少なくとも接着剤６が設けられる予定位置に対向して配置できればよい。
【００４２】
　本発明においては、拡径部５５が「第一凹部」に相当する。縮径部２４７が「第二凹部
」に相当する。外周面４５が「振動部の外面」に相当し、内周面５１Ｃが「筐体の内面」
に相当する。製造過程において、Ｓ１の工程が「位置決め工程」に相当し、Ｓ２の工程が
「第一注入工程」に相当する。第一規定量が「第一量」に相当する。Ｓ３の工程が「仮硬
化工程」に相当し、Ｓ４の工程が「測定工程」に相当する。Ｓ５の工程が「判断工程」に
相当し、Ｓ６の工程が「第二注入工程」に相当する。第二規定量が「第二量」に相当する
。Ｓ７の工程が「本硬化工程」に相当する。
【符号の説明】
【００４３】
１，１０１，２０１　　　　　　超音波振動子
２，１０２，２０２　　　　　　振動部
３　　　　　　　　　　　　　　圧電素子
４，１０４，２０４　　　　　　音響レンズ
５，２０５　　　　　　　　　　筐体
６　　　　　　　　　　　　　　接着剤
４５，１４５，２４５　　　　　外周面
５１Ｃ，２５１Ｃ　　　　　　　内周面
５５　　　　　　　　　　　　　拡径部
１４６　　　　　　　　　　　　突部
２４７　　　　　　　　　　　　縮径部
Ｄ１　　　　　　　　　　　　　外径
Ｄ２　　　　　　　　　　　　　外径



(11) JP 5971274 B2 2016.8.17

【図１】

【図２】

【図３】

【図４】

【図５】

【図６】

【図７】

【図８】



(12) JP 5971274 B2 2016.8.17

10

フロントページの続き

(56)参考文献  特開平０９－２７１０９７（ＪＰ，Ａ）　　　
              特開平０４－１２６１３６（ＪＰ，Ａ）　　　
              特開２００５－１７５５５３（ＪＰ，Ａ）　　　
              特開昭５５－１２９０４８（ＪＰ，Ａ）　　　
              特開平１０－０９４５４０（ＪＰ，Ａ）　　　
              米国特許第０５１７６１４０（ＵＳ，Ａ）　　　

(58)調査した分野(Int.Cl.，ＤＢ名)
              Ｈ０４Ｒ　１７／００
              Ｈ０４Ｒ　３１／００
              Ｇ０１Ｎ　２９／００－２９／５２
              Ａ６１Ｂ　　８／００－　８／１５
              　



专利名称(译) 超声波振荡器及其制造方法

公开(公告)号 JP5971274B2 公开(公告)日 2016-08-17

申请号 JP2014072826 申请日 2014-03-31

[标]申请(专利权)人(译) 兄弟工业株式会社

申请(专利权)人(译) 兄弟工业株式会社

当前申请(专利权)人(译) 兄弟工业株式会社

[标]发明人 片山真吾
飯島竜太

发明人 片山 真吾
飯島 竜太

IPC分类号 H04R17/00 H04R31/00 G01N29/24 A61B8/00

CPC分类号 G01N29/4427 B06B1/0651 G01N29/12 H04R17/00 H04R31/006

FI分类号 H04R17/00.330.G H04R31/00.330 H04R17/00.330.K G01N29/24 A61B8/00

F-TERM分类号 2G047/CA01 2G047/EA05 2G047/GB25 2G047/GB32 2G047/GB35 2G047/GB36 4C601/EE03 4C601
/GB14 4C601/GB32 4C601/GB41 4C601/GB44 4C601/GB45 5D019/AA08 5D019/AA21 5D019/BB02 
5D019/BB04 5D019/BB09 5D019/BB12 5D019/EE02 5D019/GG03 5D019/HH03

代理人(译) 山本久

审查员(译) 菊池 充

其他公开文献 JP2015195517A

外部链接 Espacenet

摘要(译)

本发明提供一种能够调整共振频率，防止超声波振动的输出泄漏的超声
波振子及其制造方法。在圆柱形壳体（5）中，通过一体地形成声透镜
（4）和压电元件（3）构成的振动部分（2）的至少一部分设置在周壁部
分（51）中。声透镜（4）的外径（D2）略小于周壁部（51）的内径
（D3）。在周壁部51的一端（51B），形成有通过使内周面（51C）沿
径向向外变宽而构成的扩径部（55）。粘合剂（6）设置在扩径部分
（55）中。固化的粘合剂（6）将振动部分（2）弹性地保持在壳体（5）
中，同时将振动部分（2）和壳体（5）保持在非接触状态。粘合剂（6）
的声阻抗低于声透镜（4）和壳体（5）的声阻抗。压电元件（3）的超声
波振动不容易通过粘合剂（6）传播到壳体（5）。此外，超声波振动器
（1）通过调节粘合剂（6）的量来实现声透镜（4）的共振频率。

https://share-analytics.zhihuiya.com/view/92d74b8f-1d87-47e0-9f42-c3b7a9ebcbda
https://worldwide.espacenet.com/patent/search/family/054240370/publication/JP5971274B2?q=JP5971274B2

